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稲ＷＣＳを基軸とする耕畜連携システムが 

農業・環境・農村に及ぼす影響の経済評価 
 

藤本髙志・恒川磯雄* 
（大阪経済大学・*近畿中国四国農業研究センター） 

 
１. はじめに 

わが国の稲発酵粗飼料（以下稲ＷＣＳ: Rice Whole Crop Silage）の作付面積は，2003年，5,200ha

に達した．稲ＷＣＳは，現物のままで，あるいはＴＭＲ（Total Mixed Ration）に配合されて，牛に給

与される．この稲ＷＣＳを基軸とする耕畜連携システムの構築は，わが国の食料・農業・農村問題を一

挙に解決する手段として期待されている．その理由の第一は，食料自給率向上への期待である．畜産物

への需要拡大は，飼料自給率の低下と相まって，わが国の食料自給率を 40％へと低下させた．ここで，

稲ＷＣＳを牛に給与すれば，飼料自給率が向上し，それに伴い食料自給率が向上する．第二は，農業と

環境の良好な関係の構築への期待である．米の需要縮小は，食料自給率を低下させただけではなく，休

耕田や耕作放棄田を増加させた．わが国の水田農業が国土保全やアメニティ供給など環境便益を供給す

ることが指摘されているが，休耕田の増加はこのような環境便益を低下させる．他方，畜産部門では，

経営規模拡大が大量の畜産廃棄物を生み出し，不適正処理による環境費用を発生させることになった．

ここで，日本の風土に適した飼料用稲を栽培することで，休耕田を解消し，畜産廃棄物を飼料用稲作付

田へ還元すれば，水田農業の環境便益の維持増進と畜産の環境費用の軽減が同時に可能となる．第三は，

雇用機会に恵まれない中山間地域における，稲ＷＣＳ生産および関連産業に関わる，雇用・所得の創出

への期待である． 
しかし，稲ＷＣＳの作付面積拡大の背景には，水田農業経営確立助成補助金など財政負担がある．長

期的には生産コスト削減のための技術革新が求められることは言うまでもないが，現状では補助金に依

存せざるをえない．そこで本分析は，鳥取県東部地域の耕畜連携システムを事例とし，第一に，ミクロ

経済学的視点から，耕畜連携による社会的便益と社会的費用を評価し，両者の比較を行う．第二に，マ

クロ経済学的視点から，耕畜連携が農村に創出する雇用・所得と財政負担を評価し，両者の比較を行う．

そして，耕畜連携を公的支援することの意義を議論する． 
 

２. 事例の概要と分析方法 

鳥取県東部地域の耕畜連携システムは第１図に描くとおりである（詳細は恒川[1]参照）．畜産部門（肉

牛肥育，搾乳）は，ＴＭＲ部門からＴＭＲ，耕種部門から稲ＷＣＳ，コントラクター部門から堆肥処理

サービスを需要する．ＴＭＲ部門は耕種部門から稲ＷＣＳを需要する．耕種部門はコントラクター部門

から作業受託サービスと堆肥散布サービスを需要する．このシステムをモデルとし，耕畜連携モデルと

非連携モデルを得た．連携モデルでは，地域内産飼料は稲ＷＣＳのみとし（註1），現物あるいはＴＭＲ

配合として給与する．年間１頭当り稲ＷＣＳ給与量（乾物kg/頭/年）は，肉牛肥育の場合は現物93kgと

ＴＭＲ配合164kg，搾乳の場合は現物0kgとＴＭＲ配合380kgである．そして，この給与量に相当する稲Ｗ

ＣＳの生産に供した水田に牛糞堆肥（5t/10a/年）を還元する．他方，非連携モデルは，地域内産飼料は

給与せず（稲ＷＣＳを同量のＴＤＮを含む輸入乾草で代替），牛糞堆肥の還元も行わないとする．また，

畜産部門が産出する肉牛および生乳は鳥取県東部地域内で最終需要されると仮定する（註2）．地域の範

囲は，鳥取市，岩美郡，気高郡，八頭郡とする．用いたデータは，2003年ベースとし，当地域の肉牛肥

育経営および搾乳経営（註3），ＴＭＲ製造業者，コントラクター組合からの聞き取り調査に基づく． 
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３節では，飼料自給率，畜産廃棄物の循環利用率，休耕田面積（耕作放棄田含む）をモデル間で比較し，

それら変化分を耕畜連携の社会的便益とする．４節では，耕畜連携により生じる畜産物のプレミア価格

を計測し，畜産部門の産出額100万円によるインパクトとして，３節の社会的便益を貨幣単位に換算する．

５節では，畜産部門の産出額100万円が誘発する地域内雇用・所得をモデル間で比較し，耕畜連携が創出

する地域内雇用・所得を評価する．６節では，畜産部門の産出額100万円が誘発する生産費と経常補助金

をモデル間で比較し，それらの変化分として，耕畜連携の社会的費用と財政負担を評価する．また，耕

畜連携による，社会的費用と社会的便益の比較，財政負担と地域内創出所得の比較を行う． 
 

(註1)実際には，地域内産粗飼料として，稲ＷＣＳに加えて，空港草（鳥取空港の草地を利用して生産した乾草）を

給与している．また，ＴＭＲ原料として，稲ＷＣＳに加えて，空港草と国内産食品副産物の粕類（一部地域内産

トウフ粕含む）を用いている．しかし，本分析では，稲ＷＣＳの効果のみを検討するため，地域内産飼料は稲Ｗ

ＣＳのみと仮定し，空港草を同量のＴＤＮを含む輸入乾草で代替した．また，ＴＭＲ原料の食品副産物を同量の

ＴＤＮを含む国産配合飼料で代替した． 
(註2)主として東部地域産の牛肉を扱う鳥取県畜産農業協同組合により加工された牛肉は，鳥取県生協，農協店舗販

売，配達などを通じて，47％が東部地域内で消費される．牛乳については不明であるが，聞き取り調査からは，

地域内消費割合は牛肉と同様である． 
(註3) 調査した肉牛肥育経営は，年間出荷頭数411頭，粗生産額136百万円である．搾乳経営は，飼養頭数36頭，粗

生産額28百万円である． 

 
３. 耕畜連携の社会的便益 

1) 飼料自給率向上 

第一に，各モデルの飼料自給率を計測した．事

例とした肉牛肥育経営および搾乳経営における飼

料の種類別年間給与量より，日本標準飼料成分表

（2001年版）のＴＤＮ含有率を用い，地域内，国

内，輸入の供給元別にＴＤＮ供給量を求めた（註

4）．ＴＭＲは，ＴＤＮ供給量を原料の供給元別に

割り振った．第１表には，肉牛肥育の連携モデル

の計測例を示した． 
結果は後掲の第２表に示した．耕畜連携による

飼料国内自給率の変化は，肉牛肥育では 33.8％か

ら 37.2％へ 3.4％向上し，搾乳では 37.8％から

40.8％へ 3.0％向上した． 
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第１図 耕畜連携システムにおける財・サービスのフロー 
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第１表 ＴＤＮベース飼料自給率計測例 

（肉牛肥育の場合） 

 区           分 連 携 非連携 
ＴＤＮ需要量(kg/頭)  1 2914  2914  

Ｔ
Ｄ
Ｎ
供
給
量(kg/

頭) 

地
域
内
供
給 

稲ＷＣＳ  2 45  0  

TMR 

地域内産稲ＷＣＳ  3 52  0  
国内産原料  4  716  716  
輸入原料  5  832  884  

合計 6=3+4+5 1600  1600  
国
内
供
給 

粗飼料  7 0  0  

濃厚 
飼料 

国内産原料  8 270  270  
輸入原料  9  497   497  

合計 10=8+8  767   767  
輸
入 

粗飼料 11  371   339  
濃厚飼料 12 131  131  

地域内供給   (kg/頭) 13＝2+3 97  0  
地域内自給率 (％) 14＝13/1 3.4   0.0   
国内供給   (kg/頭) 15=2+3+4+7+8 1083 986 
国内自給率 (％) 16=15/1 37.2  33.8  
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2) 畜産廃棄物の循環利用率 

第二に，畜産物の産出額 100万円が誘発する，畜産

廃棄物排出量，その内の水田還元量，循環利用量，環

境中排出量を，各モデルについて窒素重量ベースで計

測した（註 5）．第２図に示す肉牛肥育の連携モデル

の場合，揮散量を除けば，畜産廃棄物の排出量 199kgN

の内の 48.6％（97kgN）が堆肥として水田還元され，

残りが環境中へ排出される（註 6）．しかし，耕種部

門へ堆肥還元された 97kgNの内，実際に循環利用され

る（稲ＷＣＳとして持ち出される）窒素は，畜産廃棄

物排出量の内の 4.1％（8kg）にすぎず，残りは溶脱あ

るいは排水として環境中へ排出される（註 7）．以上

の畜産部門と耕種部門の環境中排出窒素に，人間から

の環境中排出窒素を加えた総量は 216.8kgNである． 

結果は第２表に示した．耕畜連携による畜産廃棄物の水田還元率は，肉牛肥育の場合 48.6％，搾乳の

場合 29.7％であった．しかし，その内の循環利用率は，肉牛肥育の場合 4.1％，搾乳の場合 2.5％にす

ぎない．また，環境中排出窒素総量は，肉牛肥育では 216.8kgN から 215.5kgN へ 0.6％減少し，搾乳で

は 301.5kgNから 298.7kgNへ 0.9％減少するにすぎない（註 8）． 

3) 休耕田面積の減少 

第三に，地域内の畜産の全てが連携モデルへ移行した場合の休耕田面積（耕作放棄田含む）を各モデ

ルについて計測した．まず，2001～2003年度の水田農業構造改善対策実施状況調査の鳥取県東部地域市

町村別データをプールし，(1)式に示す回帰モデルを推定した．従属変数は市町村別水田面積 A に対す

る市町村別休耕田面積 FA（註 9）である．独立変数は，市町村別水田面積 A に対する市町村別稲ＷＣＳ

作付面積 WA である．推定結果は，稲ＷＣＳ作付面積が１単位増加すれば，休耕田が 1.165単位減少す

ることを意味する． 

                        (1) 
 
 

ここで，稲ＷＣＳ作付面積が 1a増加する時，休耕田が 1a減少すると仮定する．2003年の実際の稲Ｗ

ＣＳ作付面積は 100ha，休耕田は 991ha だったが，この仮定に従えば，稲ＷＣＳを作付けなければ，休

耕田は 1,091haだったことになる．そして，肉牛肥育の連携モデルでは，畜産物の産出額 100万円によ

って，稲ＷＣＳ作付面積が 11.7a増加し（註 10），休耕田が 11.7a減少することになる．搾乳では，産

出額 100 万円によって休耕田が 5.9a 減少することになる（註 11）．地域内の肉牛肥育と搾乳の全てが

連携モデルへ移行する時，休耕田がどれだけ減少するであろうか．結果は第２表に示した．肉牛肥育で

は 1,091haから 1,038haへ 4.9％（53ha）減少し，搾乳では 5.6％（61ha）減少する．さらに，肉牛肥育

と搾乳の双方の全てが連携モデルへ移行する時，休耕田面積は 10.4％（114ha）減少する．これが 2003

年における稲ＷＣＳ給与実績を前提とした場合の稲ＷＣＳの作付可能最大値と言える（註 12）． 

第２表 耕畜連携システムの構築が飼料自給率・畜産廃棄物循環利用・休耕田に及ぼす影響 

分類 モデル 

ＴＤＮベース 
飼料自給率 

畜産廃棄物の 
システム内利用率 

畜産物産出額100万円
当り環境中排出窒素量 

休耕田面積減少率 
地域内の全ての畜産が連携
システムへ移行した場合 国内 地域内 水田還元率 循環利用率 

肉牛 
肥育 

非連携モデル 33.8% 0.0% 0.0% 0.0% 216.8 kgN  0.0% 

連携モデル 37.2% 3.4% 48.6% 4.1% 215.5 kgN  4.9% 

搾乳 
非連携モデル 37.8% 0.0% 0.0% 0.0% 301.5 kgN  0.0% 

連携モデル 40.8% 3.0% 29.7% 2.5% 298.7 kgN  5.6% 
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第２図 畜産部門の産出額100万円が誘発する窒素フロー 
（肉牛肥育の連携モデルの場合） 
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(註 4) 国産配合飼料は，国産配合飼料のＴＤＮ含有率（平成 11 年畜産物生産費調査より）と国産配合飼料の国産

原料と輸入原料の比率（平成 13年度飼料自給表）より，ＴＤＮ供給量を原料ベースで供給元別に割り振った． 

(註 5)聞き取り調査より，畜産部門，ＴＭＲ部門，耕種部門の窒素の投入産出関係をそれぞれ求め，畜産物の産出

額 100万円が誘発する窒素フロー図（第２図）を描いた． 

(註 6) 畜産部門への投入窒素量は供給元別の飼料・敷料による．畜産部門からの排出窒素量は，投入量から揮散と

牛糞堆肥水田還元を控除し，残りが環境中へ排出されるとした．なお，揮散量は農林水産バイオリサイクルシス

テム化チーム[2]によるデフォルト値．  

(註 7) 耕種部門への投入窒素量は化学肥料，堆肥，窒素固定による．耕種部門からの排出窒素量は，投入量から脱

窒と稲ＷＣＳ持ち出しを控除し，残りが溶脱あるいは排水として環境中へ排出されるとした．なお，窒素固定量

と脱窒量は農林水産バイオリサイクルシステム化チーム[2]によるデフォルト値． 

(註 8) 耕畜連携による環境中排出窒素削減効果がほとんどないのは，耕種部門へ堆肥還元される窒素が 97kgNあるにも関

わらず，域外から耕種部門への化学肥料としての窒素投入が 7kgNあることが原因である．しかし，堆肥を連用するこ

とで，化学肥料の削減が可能となれば，連携システム内で循環する窒素 8kgNの環境中排出削減が期待できる． 

(註 9) 休耕田には，調整水田，水田預託，保全管理，かい廃が含まれる． 

(註 10)肉牛の産出額 100万円が誘発する稲ＷＣＳ産出額 29千円（後掲第８表参照）を 10ａ当り稲ＷＣＳ販売額（コ

ントラクター組合の聞き取り調査より）で割算して求めた． 

(註 11)生乳の産出額 100万円が誘発する稲ＷＣＳ産出額 15千円を 10ａ当り稲ＷＣＳ販売額で割算して求めた． 

(註 12)2003年の稲ＷＣＳの実際の作付面積 100haと，本分析における作付可能最大値 114haはほぼ一致する．これ

は，地域内の畜産の全てが連携モデルへ移行していることを意味するのではない．2003年に生産された稲ＷＣＳ

の約半分が給与されずに在庫となっているため，実際に給与された稲ＷＣＳに相当する作付面積は 100haよりも

かなり少ないと考えられる． 

 
４. 社会的便益の貨幣単位評価 

1) モデル 

前節で得た社会的便益を貨幣換算しよう．モデルは以下のとおりである．消費者の効用関数を(2)式と

仮定する．α0～α3はパラメータである．P は牛肉・牛乳の価格である．FS は飼料国内自給率（％）であ

る．RW は，畜産廃棄物を適正処理（循環利用）し，環境に配慮したエコ牛肉・牛乳であるかどうかの

ダミー変数である（エコ牛肉・牛乳 = 1，その他 = 0）．RF は減少する休耕田の割合（％）である．dU=0
とすれば，価格の飼料自給率に対する限界代替率 MRS は(3)式となる．すなわち，飼料自給率が 1％向

上することでプレミア価格(− α1/α0)P が生じる．同様に，畜産廃棄物を適正処理（循環利用）することで

(− α2/α0)P，休耕田が 1％減少することで(− α3/α0) P のプレミア価格が生じる．したがって，耕畜連携によ

るプレミア価格 Ppは(4)式となる．また，耕畜連携の社会的便益 SB は，Ppに牛肉・牛乳の産出量 Q を

掛算した(5)式となる．P･Q は牛肉・牛乳の産出額である． 

U = α0lnP + α1FS + α2RW + α3RF                             (2) 

P
P
U

FS
UMRS

0

1

α
α

−=
∂
∂

∂
∂

−=                                 (3) 

Pp = (−α1/α0)⊿FS･P + (−α2/α0)⊿RW･P + (−α3/α0)⊿RF･P        (4) 
SB = { (−α1/α0)⊿FS + (−α2/α0)⊿RW + (−α3/α0)⊿RF} P･Q        (5) 

2) 効用関数の推定 

(2)式の効用関数は選択型コンジョイント分析により推定した．牛肉については「切り落し牛肉」と

した．まず，牛肉あるいは牛乳を，飼料国内自給率，畜産廃棄物の適正処理（循環利用），休耕田減少

率，価格の４属性を持つ一つの仮想商品（以下プロファイル）として表現した．水準は第３表のように

設定した．飼料国内自給率は 25％，50％，100％の３水準とした．畜産廃棄物の適正処理（循環利用）

は，岩本他[3]を参考に，適正処理（循環利用）される場合は「エコ表示」，されない場合は「表示な

し」の２水準とした．休耕田減少率は「100％稲田へ戻る」「50％稲田へ戻る」「全て休耕田のまま」

の３水準とした．価格は，牛肉の場合 100ｇ当たり，牛乳の場合 1ℓ当たりとし，５水準としたが，価格
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レンジの異なる４バージョンを用いた．プロファイルは，理

論上，各バーション 90種類（=3×2×3×5）存在するが，SPSS 

Conjoint12.0J を用い，直交計画法によって 25 種類に絞っ

た．そして，ランダムに組み合わせた三つのプロファイルに

「どれも買わない」を加えた四つのプロファイルから選択を

求める実験を行った． 
標本収集は，ＮＴＴ電話帳より鳥取県東部地域の 666世帯

を無作為抽出し，郵送法によるアンケート調査を行った．実

質配布数 661，回収数 359，回収率 54.3％であった．選択実

験の前に，「日本の食料自給率」「畜産物の飼料国内自給率」，

「畜産廃棄物の不適正処理による環境負荷」，「水田の国土

保全やアメニティ供給に関する機能」「水田面積に占める休

耕田の割合」，「稲ＷＣＳによる，飼料自給率の向上，畜産

廃棄物の循環利用，休耕田の減少」に関する情報を回答者に

与えるための質問を行った．選択実験は，牛肉と牛乳のそれ

ぞれについて４回繰り返した． 
効用関数の推定方法は以下のとおりである．回答者がプロ

ファイル j を選択した時の効用 Ujが，調査者が観察可能な部

分Vjと観察不可能で確率的とみなす誤差項 εjから構成される

とすると，Ujは(6)式となる．ここで，McFadden[4]より，誤

差項が Gumbel 分布に従うと仮定すれば，プロファイル 1 が

選ばれる確率 P1は(7)式となり，条件付きロジットモデルと

呼ばれる．そして，対数尤度を最大化するようにパラメータ

を推定した．結果は第４表のとおりである．  

Uj = Vj +εj   j =1, 2, 3                           (6) 

                              (7) 
 

3) 社会的便益の推定 

(5)式より，畜産部門の産出額 100万円のインパクトとしての社会的便益 SB を推定しよう．問題とな

るのは P･Q に代入すべき産出額である．畜産部門の生産者価格で評価した産出額 100万円か，それに加

工・流通過程で生じる付加価値を加えた消費者の購入者価格で評価した産出額かの問題である．(2)式の

効用関数が購入者価格ベースで推定されていることから，購入者価格評価の産出額とすべきであろう．

しかし，加工程度や流通方法によって，その過程で生じる付加価値は大きく変動する．そこで，控えめ

な評価として生産者価格による評価を示すと同時に，バイアスの可能性はあるが購入者価格による評価

を示す．平成 12年産業連関表の取引基本表（総務省）から読み取った場合，肉牛肥育部門が産出する肉

牛の生産者価格が 100万円の時，と畜部門が産出する牛肉の購入者価格は 243万円となる．同様に，搾

乳部門が産出する生乳の生産者価格が 100万円の時，酪農品部門が産出する飲用牛乳と乳製品の購入者

価格は 443万円となる．したがって，P･Q に代入されるのは生産者価格評価の場合は 100万円，購入者

価格評価の場合は 243万円あるいは 443万円となる． 
また，効用関数のパラメータ αiには第４表の推定結果を代入した．⊿FS には，第２表より，ＴＤＮベ

ース飼料国内自給率増加分を代入した．⊿RW には，耕畜連携により循環利用可能となる畜産廃棄物の割

合として，第２表より，窒素重量ベース畜産廃棄物循環利用率増加分を代入した（註 13）．⊿RF には，

第２表より，地域内の肉牛肥育と搾乳の全てが連携システムへ移行した場合の休耕田面積減少率 10.4％

（= 4.9％+ 5.6％）を代入した．結果は第５表に示した． 

∑= j
jV1V

1 eeP

第４表  パラメータの推定結果 

 牛肉モデル 牛乳モデル 

飼料自給率 α1 0.024  0.020  

(15.469) (13.951) 

畜産廃棄物処理 α2 0.979  0.861  

(11.459) (10.565) 

休耕田解消率 α3 0.011  0.010  

(9.789) (9.120) 

価格 α0 -4.297  -4.387  

(-12.076) (-11.458) 

観測数 1196 1224 

対数尤度 -993.687 -1063.45 

註：（ ）内は漸近的ｔ値． 

 

第３表 コンジョイント分析の属性と水準 

属   性 水   準 

飼料国内自給率 25％,50％,100％ 

畜産廃棄物適正処理 エコ表示,表示なし 

休耕田減少率 100％,50％,0％ 

 
 
 
 
価格 

 

牛肉 

 

Ver.1 248,258,268,278,288 /100g 

Ver.2 248,268,288,308,328 /100g 

Ver.3 248,278,308,338,368 /100g 

Ver.4 248,288,328,368,408 /100g 

 

牛乳 

 

Ver.1 185,190,195,200,205 /ℓ 

Ver.2 185,195,205,215,225 /ℓ 

Ver.3 185,205,225,245,265 /ℓ 

Ver.4 185,215,245,275,305 /ℓ 
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第５表 耕畜連携による社会的便益 

（畜産部門の産出額 100万円によるインパクト） 

 肉牛肥育 搾   乳 

 
増加分 αi/α0 

社会的便益 
増加分 αi/α0 

社会的便益 

 生産者 
価格評価 

購入者 
価格評価 

生産者 
価格評価 

購入者 
価格評価 

飼料国内自給率 3.4％ 0.0056 19千円 46千円 3.0％ 0.0046  14千円 61千円 

畜産廃棄物適正処理率 0.041 0.2278 9千円 23千円 0.025 0.1963  5千円 22千円 

休耕田減少率 10.4％ 0.0026 27千円 65千円 10.4％ 0.0022  23千円 102千円 

合     計   55千円 134千円   42千円 185千円 

 

(註 13)第２図に示すように，耕畜連携により畜産廃棄物の全てが適正処理（循環利用）されるわけではなく，⊿RW=1
とはすべきではない．また，適正利用率という考え方に立てば，水田還元率を代入することも考えられるが，

水田還元された窒素の多くが環境中へ溶脱・排水されるため過大評価となる．そこで，循環利用率とした．循

環利用量に相当する窒素の環境中排出量が減るわけではないという批判もあろうが，堆肥を連用することで，

化学肥料の投入削減が可能となれば，環境中排出窒素が期待できる． 

 

５. 域内創出所得・雇用 

産業連関分析により，各モデルについて，畜産部門の産出額 100 万円が地域内に誘発する雇用・所得

を計測した．計測モデルは以下のとおりである．畜産物の産出額が xl*のとき，ＴＭＲ部門，耕種部門，

コントラクター部門に誘発する均衡産出額 xt*，xw*，xc*は(8)～(10)式より得ることができる．添え字の

l は畜産，t はＴＭＲ，w は耕種，c はコントラクターを表す．また，aij は i 部門から j 部門への投入係

数である(註 14)．第１図を参照すれば，ＴＭＲの均衡産出額 xt*はＴＭＲから畜産への投入額 atlxl*，耕

種の均衡産出額 xw*は耕種から畜産への投入額 aw lxl*とＴＭＲへの投入額 aw txt*の合計，コントラクター

の均衡産出額 xc*はコントラクターから畜産への投入額 aclxl*と耕種への投入額 acwxw*の合計である． 

ＴＭＲ          xt*= atlxl*                                  (8) 

耕種            xw*= aw lxl* + aw txt*                          (9) 
コントラクター  xc*= aclxl* + acwxw*                         (10) 

また，畜産物の産出額が xl*のとき，地域内のその他の産業に誘発される均衡産出額の列ベクトル X*

を(11)式より得た．[I − (I − M̂ )A]−1は(註 15)，鳥取県東部地域産業連関表より得た移輸入を考慮した

レオンティエフ逆行列である．この東部地域連関表は，SLQ法 (Simple Location Quotient: 註 16)を用

いて，1995年鳥取県産業連関表（93部門）より生成した．X i l*は畜産部門の産出額が xl*のときの地域内

i 部門（TMR，耕種，コントラクターを除く）から畜産部門への中間投入額 xil*の列ベクトルである．す

なわち，第１図の「その他」X i l*で表される中間投入額である．同様に，X i t*，X iｗ*，X ic*は，xt*，xw*，

xc*のときの，地域内 i 部からＴＭＲ，耕種，コントラクターへの中間投入額の列ベクトルである． 

その他          X*= [I − (I − M̂ )A]−1[X i l*+ X i t*+ X iｗ*+ X ic*]  (11) 

ここで，畜産部門の産出額が xl*のときの地域内誘発所得 V は(12)式より得ることができる． lv̂ ， tv̂ ，

wv̂ ， cv̂  は，それぞれ畜産，ＴＭＲ，耕種，

コントラクターの所得係数である(註 17)．V̂
は，産業連関表における i 部門（n 種）の所

得係数 iv̂ を対角要素とした行列，in’は n 次の

1 の行ベクトルである．同様に，畜産部門の

産出額が xl*のときの域内誘発雇用 E は(13)

式より得ることができる． lê ， tê ， wê ， cê は

雇用係数である(註 18)．  Êは，産業連関表

第６表  畜産物の産出額100万円が誘発する地域内雇用・所得 

 

区  分 

肉牛肥育 搾 乳 
雇用 所得 雇用 所得 
(人) (千円) (人) (千円) 

非連携モデル ① 0.137 274 0.128  453 

連携モデル ② 0.183 343 0.078  501 

創出雇用・所得 ③=②-① 0.046 69 0.050  47 
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における i 部門（n 種）の雇用係数 iê を対角要素とした行列である．畜産部門の産出額 100万円が誘発す

る地域内雇用・所得を連携モデルと非連携モデルで比較すれば，それらの変化分が耕畜連携による地域

内所得・雇用創出効果である．各モデルの計測結果は第６表に示した．また，後掲の第８表には肉牛肥

育の連携モデルの計測例を示した． 

V = lv̂ xl* +  tv̂ xｔ* + wv̂ xw* + fv̂ xf* + cv̂ xc* + in’ V̂ X*                   (12) 
E = lê xl* +  tê xｔ* + wê xw* + fê xf*+ cê xc* + in’ Ε̂X*                    (13) 

 

(註 14) j 部門の産出額を xj，i 部門から j 部門への中間投入額を xi j とすれば，ai j= xi j /xj である． 
(註 15) I は単位行列，M̂ は移輸入係数 im̂ を要素とする対角行列，A は投入係数行列である． 

(註 16) 地域自給能力の指数である LQ(location quotient)により，既存連関表の投入係数を修正（割引）する．例

えば，Isard[5]を参照． 

(註 17) 例えば，畜産部門の所得を vl，畜産部門の産出額を xlとすれば， lv̂ = vl /xl である． 

(註 18) 例えば，畜産部門の雇用者数を el，畜産部門の産出額を xl とすれば， lê = el/xl である． 

 

６. 耕畜連携を政策的に支援する意義 

1) 社会的費用と財政負担 

まず，畜産部門の産出額 100万円が誘発する生産費を求めた．生産費は物財費と労働費の合計とした．

具体的には，第１図に示す耕畜連携システムへのシステム外からの中間投入額，システム内各部門の資本

減耗引当，労働費の合計とした．畜産部門の産出額 100万円が誘発する生産費のモデル間の差，すなわち

生産費増加分を耕畜連携の社会的費用とする．また，畜産部門の産出額 100万円が誘発する経常補助金（註

19）のモデル間の差，すなわち経常補助金

増加分を耕畜連携の財政負担とする． 

各モデルの計測結果は第７表に示した．

社会的費用と財政負担がほぼ均衡し，生産

費の増加分が補助金で補償されているこ

とがわかる．また，第８表には肉牛肥育の

連携モデルの計測例を示した．  

第８表 畜産物の産出額 100万円が誘発する地域内雇用と所得・生産費・経常補助金 

（肉牛肥育の連携モデルの場合） 

区      分  畜産 飼料製造 耕種 コントラクター その他 合  計 

産出額 (千円) 1,000  240  29  55  567  1,891  

雇  用 (人) 0.032  0.029  0.014  0.006  0.101  0.183  

所  得 (千円) 71  22  37  16  196  343  

 

 

生産費 

システム外中間投入 (千円) 684  218  14  27  ‐ 942  

資本減耗引当 (千円) 40  0  7  11  ‐ 58  

労働費 (千円) 68  15  29  8  ‐ 120  

合  計 (千円) 792  233  50  45  ‐ 1,120  

経常補助金 (千円) 61  0  66  7  6 141  

2) 費用と便益 

耕畜連携は純便益を生み出す取り組みであろうか？畜産部門の産出額 100 万円によって生じるインパ

クトとして推定した社会的便益と社会的費用を第９表に整理した．肉牛肥育では，便益を生産者価格で

評価した場合，社会的費用 73千円に対して，55千円の社会的便益が生じ，純便益は△18千円となる．

他方，購入者価格で評価した場合，社会的費用 73千円に対して（註 20），134千円の社会的便益が生じ，

純便益は 61千円となる．搾乳では，便益を生産者価格で評価した場合，社会的費用 27千円に対して，42

千円の社会的便益が生じ，純便益は 15千円となる．他方，購入者価格で評価した場合，社会的費用 27千

第７表  畜産物の産出額100万円が誘発する生産費・財政負担 

 

区  分 

肉牛肥育 搾 乳 

生産費 財政負担 生産費 財政負担 
(千円) (千円) (千円) (千円) 

非連携モデル ① 1,047 61 991 3 

連携モデル ② 1,120 141 1,018 40 

増加分 ③=②-① 73 80 27 37 
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円に対して（註 20），185 千円の社会的

便益が生じ，純便益は 158千円となる． 

また，耕畜連携は，農村の経済的活性

化手段として有効であろうか？ 同様に，

畜産部門の産出額 100万円によって生じ

るインパクトとして，耕畜連携による財

政負担と地域内創出所得を第９表に整理

した．肉用牛肥育の場合，財政負担が 80

千円生じるのに対して，地域域内に

0.046人の雇用と69千円の所得が創出さ

れる．搾乳の場合，財政負担が 37千円生

じるのに対して，域内に 0.050人の雇用と 47千円の所得が創出される. 

 

(註19) 経常補助金の内容は以下のとおりである．畜産部門では「エサ基金」「子牛安定基金」「配合飼料価格安定

基金」「ＷＣＳ給与実証助成金」，稲ＷＣＳ部門では「水田農業経営確立助成補助金（とも補償，地域達成加算，

経営確立助成，高度化加算），コントラクター部門では「大山乳業補助金」「飼料増産受託システム確立対策事

業補助金」「地域水田農業再編緊急対策（ＣＴＥ事業）補助金」． 

(註20)畜産物の加工・流通費用が耕畜連携により変化することはないと仮定している． 

 

７. おわりに 

稲ＷＣＳを基軸とする耕畜連携システムの構築が，飼料自給率の向上，畜産廃棄物の循環利用，休耕

田の減少など社会的便益の供給にどの程度貢献するかを貨幣単位で評価した．他方，耕畜連携による生

産費の増加分としての社会的費用を評価した．社会的便益と社会的費用を比較すれば，ほぼ均衡するか，

あるいはプラスの純便益を生み出すことを示した． また，耕畜連携が地域内に創出する雇用・所得と，

耕畜連携による経常補助金の増加分としての財政負担を評価した．地域内創出所得を財政負担と比較す

れば，ほぼ均衡するが，肉牛肥育の場合はやや下回り，搾乳の場合はやや上回ることを示した．経常補

助金としての財政負担と同等の所得を農村に創出するということは，雇用機会に恵まれない中山間地域

の農村経済活性化手段としても期待できることを意味する． 

この分析結果は，耕畜連携の政策的推進を肯定するものであるが，鳥取県東部地域の一事例分析にす

ぎない．多くの事例を集積することで，普遍的な結論を導く必要がある．また，財政事情が厳しさを増

すなかで，稲ＷＣＳを基軸とする耕畜連携システムが持続的であるため，費用削減努力の必要性を指摘

しておこう．現在，稲ＷＣＳ生産技術の開発が全国的に実施されているが，生産費削減によって補助金

としての財政負担を軽減できる．また，社会的便益内部化努力の必要性を指摘しておこう．鳥取県東部

地域産の牛肉は「休耕田で生産した飼料稲を飼料として活用」と表示して販売されているが，社会的便

益が内部化されるならば，補助金はさらに軽減できる． 
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第９表 耕畜連携の費用と便益 

（畜産物の産出額 100万円が誘発するインパクト） 

区  分 
肉牛肥育 搾  乳 

生産者 
価格評価 

購入者 
価格評価 

生産者 
価格評価 

購入者 
価格評価 

社会的便益 ① 55千円 134千円 42千円 185千円 

社会的費用 ② 73千円 73千円 27千円 27千円 

純便益 ③=①-② △18千円 61千円 15千円 158千円 

地域内創出雇用 0.046人 0.050人 
地域内創出所得 69千円 47千円 
財政負担 80千円 37千円 
 

http://elsa.berkeley.edu/reprints/mcfadden/zarembka.pdf

